
（3）加圧化ユニットの開発

加圧化ユニットは、既存資機材との組み合わせに

よる加圧式給水車に準じた一定程度の機能確保、人

力での運搬や積み込みを想定した本体重量、冬期間

使用を考慮し、検討・開発を進めた。

なお、加圧化ユニットの開発は、本市と「災害時

における応急活動の応援に関する協定書」を締結し、

実際に当該ユニットを使用した応急給水活動を実施

する「札幌市管工事業協同組合」と共同で実施した。

2 ．取組の概要

（1）開発までの経緯

本市では応急給水設備として、加圧式給水車5台の

ほか、車載用給水タンクを32基保有しているが、こ

のタンクには加圧機能が無いため、避難所に設置し

た仮設水槽や病院の受水槽への給水には使用するこ

とができず、臨時給水栓としての用途に限られてい

た。

このような状況を勘案し、既存の車載用給水タン

クの活用による、加圧式給水車に準じた運用が可能

な応急給水方法について検討することとした。

（2）加圧式給水車の機能

表-1に示すとおり、加圧式給水車の利点（機能）

のうち加圧機能については、代用できる既存の資機

材が存在しないことから、経済性と利便性を考慮し

て、既存の車載用給水タンクに連結する加圧化ユ

ニットを開発することとした。

図-2 加圧式ユニット近影

表-1 加圧式給水車の利点と代用資機材

流入

応急給水機能の強化を目的とした

加圧化ユニットの開発
札幌市水道局

利点（機能） 代用資機材

貯水機能 車載用給水タンク

移動機能 トラック

加圧機能 なし
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南海トラフ地震、首都直下地震及び日本海溝・千

島海溝周辺海溝型地震などの超巨大地震が、今後高

い確率で発生することが想定されている。（図-1）

これらの超巨大地震が発生した際に起こりうる大

規模断水に対し、加圧式給水車は必要不可欠である

が、高額かつ使用頻度が事故・災害時に限定される

こともあり、全国的に台数が不足している状況にあ

る。

北海道の各事業体においても同様の状況であるこ

とに加えて、大規模災害時に道外他事業体に応援を

要請した場合、参集経路に海路が存在し、他の地方

支部に比べ応援隊の到着には時間を要することから、

道内事業体を中心とした応急体制の拡充が急務と

なっている。

本市においても、地震被害想定にて広域にわたっ

て断水となる想定が示されており、これに対応する

応急給水活動を実施するためには給水車が不足して

おり、他事業体に対し多数の給水車の応援を要請す

る必要がある。

１．抱えていた課題

図-1 主な海溝型地震の評価結果

（地震調査研究推進本部HPより抜粋） 流出



(1)可搬性

ユニット単体の重量は、運搬やトラック荷台に積

み込む際、重機などを使用することのないよう、運

用に支障がない強度の範囲で軽量化を図り、大人４

人で持ち運べる重さ（約100㎏）とした。

(2)寒冷地仕様

積雪寒冷地という北海道の地域特性を考慮し、加

圧化ユニット内の配管の要所に、凍結防止対策とし

て温床線や保温カバー等を設置した。

(3)能力

加圧式給水車と比べて、流量は劣るものの、全揚

程に大きな差はない。(表-3)

表-3 能力比較

４．PRポイント

（1）コスト面

寒冷地仕様の加圧式給水車と加圧化ユニットにか

かるコストは表-2に示すとおりとなり、大幅なコス

ト縮減を実現した。

（2）運用面

加圧化ユニットには少なくとも、低層（１～３

階）の建築物への給水が可能となるような能力を持

たせたことから、加圧式給水車と同様の運用が可能

となり、避難所などに設置した仮設水槽等への巡回

給水や、病院などの施設に直接加圧して給水するこ

とも可能となった。

応急給水先の建物の高さや構造、優先度に応じて

従前の加圧式給水車と加圧化ユニットを備えた給水

車を使い分けることで、事故・災害時において効率

的かつ効果的な応急給水活動ができると考えている。

また、被災した事業体が車載用給水タンクやト

ラックを所有していれば、加圧化ユニットのみを貸

与することで、加圧式給水車や運転者等を派遣する

ことなく、不足する応急給水能力を補うことも可能

と思われる。

３．期待される効果

①充水した車載用給水タンクと加圧化ユニットを25mmホース
で接続
②加圧化ユニットに発電機を接続
③加圧化ユニットに接続した消火栓ホースを使って仮設水槽
へ送水
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図-4 使用時のフロー

表-2 購入費用比較

図-3 加圧式ユニットイメージ図

必要となる機能のみを比較的低コストで補強する

ことができるという利点を持った当該ユニットの導

入は、災害対策における選択肢の一つとして、道内

に限らず、全国の水道事業体においても活用可能な

取組である。

今後は、当該ユニットを使った応急給水を、既存

資機材を活用した応急給水方法の参考例として、全

国の災害対応力向上の一助となるよう、本取組の積

極的な発信を進めていきたい。

５．今後の展開

【本取組に関する問合せ先】
担当部署：札幌市水道局給水部計画課危機対策担当
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：011-211-7015

：011-231-2773

：wb.kikikanri@city.sapporo.jp

項目 単位

給水車 加圧化ユニット
エンジン
ポンプ
(主)

電動ポンプ
電動ポンプ

（補助）

流量 L/min 300 30 120

全揚程 m 25 32 24

給水車 加圧化ユニット

購入費用 約2,000万円 約200万円

備考
ワンパッケージで必要な

能力を有している
既存資機材（トラック、
タンク、発電機）が必要

図-5 使用状況




